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海上自衛隊の護衛艦「いなづま」における特定秘密漏えい事案について 

 

１ 事案の概要 

令和６年２月に海上自衛隊の護衛艦「いなづま」から同艦に所属する隊員１名の特定

秘密の適性評価の実施状況について海上幕僚監部に照会があったことを契機として、当

該隊員は適性評価を経ていないにもかかわらず特定秘密の情報を取り扱わせていたこ

とについて認知するに至った。 

海上幕僚監部は、当該事案を受け、同月２７日に防衛大臣に報告するとともに、翌２

８日に海上幕僚監部監察官を長とする事故調査の組織を設置し、調査を開始した。また、

同日、海上自衛隊警務隊に対し、本事案を通報した。 

この調査の結果、令和４年６月に海上自衛隊の護衛艦「いなづま」の当時の艦長が特

定秘密を取り扱う資格のない当該隊員を特定秘密取扱職員に指名し、特定秘密の情報を

取り扱わせていたことが判明した。 

 

２ 調査結果 

令和４年６月２０日、海上自衛隊の護衛艦「いなづま」の当時の艦長が、人事異動に

より同艦に配属された当該隊員を特定秘密の適性評価を経ていないにもかかわらず特

定秘密取扱職員に指名し、同艦が令和５年１月１０日に山口県周防大島沖で事故を起こ

すまでの間に行われた約２か月の任務行動の際、戦闘指揮所（ＣＩＣ）において特定秘

密の情報を取り扱わせ、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）及

び特定秘密の保護に関する訓令（平成２６年防衛省訓令第６４号）に違反したことが判

明した。 

また、同艦の艦長等が定期検査に際して所要の確認を行わず、同訓令に違反したこと

等により、当該事案の認知が遅れたことが判明した。   

（１）漏えいした情報 

   船舶の航跡情報 

なお、当該隊員から第三者への更なる漏えいは確認されなかった。 

（２）本事案の要因 

ア 事案発生の要因 

◯ 護衛艦「いなづま」の当時の艦長は、人事異動の際に特定秘密を取り扱わせる

べき隊員の適性評価の実施の有無を確認し、未実施の場合は直ちに適性評価を実

施させるべきところ、当該隊員についてこれを怠った。 

◯ 同艦において当時特定秘密関係職員指名簿を管理していた担当者が、指名簿に

当該隊員の氏名を新たに記載するに当たり、当該隊員の適性評価の実施の有無に

ついて確認を怠った。 

◯ 艦長が当該隊員の適性評価の実施の有無について確認することなく当該指名簿

の決裁を行った。 

これらはいずれも特定秘密の保護に関する訓令に違反している。 

イ 事案認知が遅れた要因  



◯ 護衛艦「いなづま」の艦長及び同艦において特定秘密の保護に従事する者が、

年に２回の秘密事項定期検査の実施時等に際して適性評価の実施状況の確認を行

うべきところ、これを怠った。これは特定秘密の保護に関する訓令に違反してい

る。 

◯ 同艦において特定秘密の保護に従事する担当者が、令和４年８月及び令和５年

５月に当該隊員は適性評価を未実施であるにもかかわらず特定秘密を取り扱って

いることを把握するも、当該事実の重要性について理解が及ばず、必要な措置を

講じなかった。これは、特定秘密の保護に関する訓令に定める職責を果たしてい

ないほか、秘密保全に関する規範意識が著しく欠如している。 

  

３ 再発防止策 

適性評価実施済みの隊員を一括管理し、適性評価の手続未実施の隊員を特定秘密取扱

職員に指名できないシステムを構築するとともに、当面の間は、特定秘密取扱職員の指

名に当たって適性評価の有無の確認を徹底する。また、特定秘密管理者補補職前の保全

教育を実施するほか、知識確認試験の実施を検討する。更に、部隊の定期検査が適切に

実施されているかについて、海上幕僚監部が適切に確認することとする。 

 

（以 上） 


